
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　効果検証結果一覧（令和3年度）

No. 事業名 担当課
事業概要
①事業の概要
②事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費（円） 交付金充当額（円） 事業の実施による効果

1 テレワークスペース実証実験 企画課

①Withコロナにおける本市のテレワークの需要やニーズ
の把握、テレワーク及びローテーション勤務等を推進する
ため、5ヵ月程度、コワーキングスペース、テレワークス
ペースを無料で設け、使用された方へアンケート調査を行
う。
②本庄早稲田リサーチパークコミュニケーションセン
ター、旧本庄商業銀行煉瓦倉庫、市内外問わずテレワーク
に取り組む方やテレワークスペースの活用を検討している
方など２０歳以上を対象

2,857,683 2,857,683

新型コロナウイルス感染症の拡大に対応する新たな生活様式や多様
な働き方を推進する実証実験として、テレワークを実施する方の受
け皿になるとともに、新たにテレワークを始めてみたいという、市
民のきっかけづくりにも寄与した。この事業を通して、市内にある
大学、商工団体、まちづくりを進める団体などとの交流が増え、テ
レワークスペースの設置を通じて市外の方から本市への意見を伺う
ことができた。

利用者数延べ670人

2 オンラインセミナー配信事業 企画課

①Withコロナでの市民向け・職員向けセミナーを集合研
修から、オンラインで実施する環境を整える。（接続
100人まで）
②市民・職員

167,310 167,310

Zoomを活用してオンライン開催することで、人数や場所を問わず
開催し、集客することができた。併せて、大人数で集まる機会が
減ったことで、感染拡大防止が図れた。

セミナー配信10回

3 行政情報発信事業 広報課

①新型コロナウイルスに関する緊急情報等を迅速に解りや
すく市民へ伝える手段として、動画を活用した情報発信を
行う。
②市民

187,000 187,000

新型コロナウイルス感染症の拡大時には、本庄ケーブルテレビや市
ホームページを通じて動画による市民への情報周知を図ることがで
きた。

バックパネルスタンド（骨組み）：1台
パネルシート：2枚

4 市役所各施設における感染削減対策 財政課

①新型コロナウイルス感染拡大防止を図るため、市役所各
施設にオゾン発生器を設置し、来庁者及び職員の感染しに
くい環境を創る。
②本庁舎

4,994,000 4,994,000

本庁舎等に低濃度オゾン発生装置を設置稼働することにより感染拡
大防止が図られた。

低濃度オゾン発生装置：35台

5 相談ブース設置事業 生活自立支援課

①隔離された相談ブースを設置することで、新型コロナウ
イルス感染拡大防止を図るとともに、尊厳を守りながら相
談に対応できる環境を確保する。
②相談者

3,251,050 3,251,050

隔離された相談スペースを設置し、新型コロナウイルスの感染拡大
防止を図り、尊厳を守りながら相談に対応できる環境を確保するこ
とができた。また、相談スペースを設置したことにより、コロナ禍
で増加した生活相談等に対応することができた。

相談ブース（4人用）：2か所
受付：１か所

6 事務所相談窓口３密回避整備 障害福祉課

①窓口における密を回避するため、相談用の机、椅子、間
仕切りを整備することで、新型コロナウイルス感染拡大防
止を図る。
②本庁舎

489,500 489,500

障害福祉課の窓口は、関係者が複数いたり手続き・相談に時間がか
かることから、コロナ禍において密集密接を避ける窓口整備を行う
ことが課題となっていたが、相談用の机やイスを新たに設置したこ
とで、感染拡大防止を図ることができた。

常設相談席数：8席

1



新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　効果検証結果一覧（令和3年度）

No. 事業名 担当課
事業概要
①事業の概要
②事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費（円） 交付金充当額（円） 事業の実施による効果

7 自動アルコール噴霧器の高齢者施設等への配布 介護保険課

①介護保険施設を含む高齢者施設等へ自動アルコール噴霧
器（非接触型ディスペンサー）を購入し配布することで、
新型コロナウイルスによる施設内感染を防止する。
②市内の介護保険施設を含む高齢者施設等（入所系各3
台、老人ホーム、サ高住、地域密着型各2台その他通所系
1台及び地域包括支援センター各1台）

606,353 606,353
介護施設を含む高齢者施設等での施設内感染抑制に効果があった。

自動アルコール噴霧器（非接触型ディスペンサー）：199台

8 廃棄物収集運搬委託業者への衛生用品等配布 環境推進課

①マスク等の衛生用品を配布することで、家庭ごみの収集
運搬委託業者の安全を確保し、新型コロナウイルス感染拡
大防止を図る。
②委託事業者７業者

1,490,190 1,490,190

日常生活に密接な廃棄物の収集運搬業について、新型コロナウイル
ス対策に係る物品の支給により、クラスター等の発生を未然に防ぐ
ことで、業務の継続に寄与した。

マスク：計849箱
使い捨て手袋：計849箱
手指消毒液：計1,056本

9 環境衛生推進委員への衛生用品等配布 環境推進課

①マスク等の衛生用品を配布することで、衛生推進委員の
資源ごみ分別作業の安全を確保し、新型コロナウイルス感
染拡大防止を図る。
②環境衛生推進委員418名

448,305 448,305

日常生活に密接なごみ収集所の維持管理・分別指導等について、新
型コロナウイルス対策に係る物品の支給により、安定した業務の継
続に寄与した。

マスク：418箱
使い捨て手袋：418箱

10 ICT利活用促進等推進事業 商工観光課

①新型コロナウイルス感染症対策として、中小企業・小規
模事業者が取り組むICTに関する経営課題に対し、専門家
を派遣することで、キャッシュレス決済や顧客との非対面
化等のICT化に向けた支援を実施する。
②市内事業者

3,590,730 3,590,730

新型コロナウイルス感染症対策として、中小企業・小規模事業者が
取り組むICTに関する経営課題に対し、専門家を派遣することで、
キャッシュレス決済や顧客との非対面化等のICT化に向けて支援が
できた。

相談件数実績：257件

11 多様な働き方環境整備費補助事業 商工観光課

①新型コロナウイルス感染拡大により、新しい働き方を検
討する法人等の地方に対する拠点分散を積極的に推進する
ため、コワーキングスペース等の整備費を補助すること
で、多様な働き方の定着を促進させ、地域資源の活用や地
域経済の活性化、本市への移住・定住の増加を図る。
②市内の空き物件で新たにサテライトオフィスまたはシェ
アオフィスを開設する法人または個人事業主

4,044,440 4,044,440

コワーキングスペース等の整備費を補助することにより、新型コロ
ナウイルス感染拡大により、新しい働き方を検討する法人等の地方
に対する拠点分散を積極的に推進させ、多様な働き方の定着を促進
し、地域資源の活用や地域経済の活性化、本市への移住・定住の増
加が図れた。

整備費：2件

12 テレワーク導入事業 水道課

①新型コロナウイルス感染拡大防止として、職員テレワー
ク用端末及び環境整備を行うことにより、職員同士の接触
機会を低減し、時間的又は空間的に重なる機会を低減す
る。
②水道庁舎

1,292,500 1,292,500

勤務時間内での職員の接触や関連する業者等の打ち合わせに使用し
たことで不特定多数の者との接触を低減でき、感染拡大の防止がで
きた。

テレワーク用端末5台
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13 体温測定器（サーマルカメラ） 教育総務課

①新型コロナウイルス感染症対策のため、体育館や視聴覚
室等広いスペースで行われる授業、学校公開等の際、来校
者の検温を効率的に行う。
②公立小中学校（16校）

1,936,000 1,936,000

体温測定器（サーマルカメラ）を常設し、児童生徒及び来校者の検
温を速やかに行うことで、感染症拡大予防を講じることができた。

体温測定器（サーマルカメラ）：16台

14 大型モニター（テレビ）の整備 教育総務課
①新型コロナウイルス感染症対策として密を回避するた
め、余裕教室でも授業を行えるよう整備を行う。
②公立小中学校（16校）

14,434,200 14,434,200

特別教室や余裕教室に大型モニターを設置することで、分散型授業
等に対応し、学びを止めることなく授業を進めることができた。

大型モニター（テレビ）：81台

15 教育支援体制整備事業（雇用対策） 学校教育課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定
取消しにあった者等を雇用対象として会計年度任用職員を
任用し、新型コロナウイルス感染拡大防止等により、新た
に発生した業務を既存の職員が従事するため、代わりに図
書室の設備の維持･管理、掲示物等の作成･管理、読書案内
等の環境整備をすることで、学習活動の支援を図る。
②雇止めや内定取消しにあった者等

4,353,092 4,353,092

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定取消しと
なった方に対し、雇用の創出を図ることができた。
また、学校図書館支援員を配置したことにより、図書室の感染症対
策が推進され、新型コロナウイルス感染拡大防止等、新たに発生し
た業務を教員が従事することができ、負担軽減にも繋がった。

学校図書館支援員を２校につき１名配置

16 埋蔵文化財整理事業(雇用対策） 文化財保護課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定
取消しにあった者等を雇用対象として会計年度任用職員を
任用し、新型コロナウイルス感染拡大防止等により、新た
に発生した業務を既存の職員が従事するため、代わりに文
化財の保存・活用のため、未整理の出土遺物の整理を行
う。
②雇止めや内定取消しにあった者等

10,980,125 10,980,125

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定取消しと
なった方に対し、雇用の創出を図ることができた。
また、感染症対策に努めながら、文化財の保存活用のため、未整理
の出土遺物の整理を行ったことにより、新型コロナウイルス感染拡
大防止等、新たに発生した業務を既存の職員が従事することができ
た。

会計年度任用職員：4名任用

17 埋蔵文化財出土遺物整理事業（雇用対策） 文化財保護課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定
取消しにあった者等を雇用対象として会計年度任用職員を
任用し、新型コロナウイルス感染拡大防止等により、新た
に発生した業務を既存の職員が従事するため、代わりに文
化財の保存活用のため、収蔵庫で保管されている出土遺物
を整理・データベース化する。
②雇止めや内定取消しにあった者等

10,324,500 10,324,500

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定取消しと
なった方に対し、雇用の創出を図ることができた。
また、感染症対策に努めながら、文化財の保存活用のため、収蔵庫
で保管されている出土遺物を整理・データベース化したことによ
り、新型コロナウイルス感染拡大防止等、新たに発生した業務を既
存の職員が従事することができた。

会計年度任用職員：4名任用
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18 郷土歴史資料整理事業（雇用対策） 文化財保護課

①新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定
取消しにあった者等を雇用対象として会計年度任用職員を
任用し、新型コロナウイルス感染拡大防止等により、新た
に発生した業務を既存の職員が従事するため、代わりに文
化財の保存活用のため、収蔵庫で保管されている資料を整
理・データベース化する。
②雇止めや内定取消しにあった者等

5,024,636 5,024,636

新型コロナウイルス感染症の影響により、雇止めや内定取消しと
なった方に対し、雇用の創出を図ることができました。
また、感染症対策に努めながら、文化財の保存活用のため、収蔵庫
で保管されている資料を整理・データベース化したことにより、新
型コロナウイルス感染拡大防止等、新たに発生した業務を既存の職
員が従事することができた。

会計年度任用職員：2名任用

19 ワイヤレス送受信システム導入事業 文化財保護課

①展示解説時の飛沫対策及びソーシャルディスタンスを確
保することで、来館者及び職員の新型コロナウイルス感染
症への感染リスクを低減させる
②本庄早稲田の杜ミュージアム

2,278,100 2,278,100

展示解説時の飛沫対策及びソーシャルディスタンスが確保できるよ
うになり、来館者及び職員の新型コロナウイルス感染症への感染リ
スクを低減させることができた。

ワイヤレス送信機：5台
ワイヤレス受信機：150台
充電器：3台
利用者：999人

20 ワクチン接種用タクシー利用料金助成事業 健康推進課

①市内在住の高齢者及び重度心身障害者に対し、新型コロ
ナウイルス感染症に係るワクチン接種のためのタクシー利
用料金の一部を助成することで、高齢者及び重度心身障害
者が安全かつ円滑にワクチン接種を受けられる環境を整備
し、もって接種率の向上による感染拡大の防止を図り、市
民の生命及び健康を守ることを目的とする。
②本市の住民基本台帳に記録されている高齢者及び重度心
身障害者。

1,533,940 1,533,940

高齢者等の交通弱者の方へタクシー券を配布することで、接種を受
けられる環境を整備し接種率の向上に繋がった。

利用者数延べ：1,237人

21 教育活動支援事業 学校教育課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外出自粛等
により、修学旅行等を中止又は延期したことによる保護者
への負担回避を図る。
②公立小中学校（16校）の保護者

3,506,477 3,506,477

キャンセル料を心配することなく、新型コロナウイルス感染拡大地
域への旅行を中止・延期したことで、感染拡大防止に繋がったとと
もに、保護者の負担を回避することができた。

【補助件数】６校７件
　※全て修学旅行

22 小中学校保健活動事業 学校教育課

①小中学校における健康診断において必要となる健診器具
等を購入し、新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図
る。
②公立小中学校（16校）の学校医

2,110,894 2,110,894

健康診断で使用する器具を使い捨てにすることで、感染防止に繋
がった。

プラスチックガウン/使い捨て手袋/耳鏡/鼻鏡/歯鏡/舌圧子
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23 少人数教室等エアコン整備事業 教育総務課

①新型コロナウイルス感染症対策として、３密を回避する
ため空いている教室でも授業を行っているため、また授業
効率を高めるためエアコンを設置する。
②公立小中学校（9校）

73,920,000 73,920,000

特別教室や余裕教室にエアコンを設置することで、分散型授業等に
対応し、学びを止めることなく授業を進めることができた。

公立小中学校（9校）エアコン：24台

24 小中学校体育館トイレ改修事業 教育総務課

①新型コロナウイルス感染症対策として、体育館内に設置
されているトイレの衛生面を向上させるための改修を行
う。
②公立小中学校（6校）

74,580,000 74,580,000

和式トイレが残っている学校の体育館トイレを洋式化し、衛生環境
を向上させることにより新型コロナウイルス感染症防止を図ること
ができた。

公立小中学校（6校）トイレ改修：24基

25 ブックトラック購入事業 図書館

①資料へ付着した新型コロナウイルス除去対策として、返
却後の資料は一定期間保管・隔離をした後に貸出を行う。
保管・隔離を行う間、ブックトラックを用いて資料を所持
する。
②本庄市立図書館・分館

353,650 353,650

不特定多数の利用者等が手に取る図書等資料を消毒・一時保管する
ことで、利用者等から感染が発生しておらず、クラスター等の発生
を未然に防ぐことで、利用者等の安全安心と業務の継続に寄与し
た。

ブックトラック：５台

26 多様な働き方環境整備費補助事業 商工観光課

①新型コロナウイルス感染症拡大により、新しい働き方を
検討する法人等の地方に対する拠点分散を積極的に推進す
るため、コワーキングスペース等の整備費を補助すること
で、多様な働き方の定着を促進させ、地域資源の活用や地
域経済の活性化、本市への移住・定着を図る。
②市内の空き物件で新たにサテライトオフィスまたはシェ
アオフィスを開設する法人または個人事業主

4,000,000 4,000,000

コワーキングスペース等の整備に対し、当初の想定を上回ったこと
により、テレワークを進める動きが活発であることが確認できたた
め、事業額を拡充することにより、拠点分散や多様な働き方の定着
等の更なる促進が図れた。

整備費：2件

27 小中学校施設安全・安心確保事業 学校教育課

①市内公立小中学校における児童生徒及び教職員の新型コ
ロナウイルス感染拡大防止を図る。
②市内公立小中学校・教育支援センター「ふれあい教室」
の児童生徒及び教職員

18,647,616 18,647,616

市内公立小中学校及びふれあい教室に、感染対策の消耗品として、
手指消毒液やパーティション等を配布することで、感染防止に繋
がった。

ペーパータオル/手指消毒液/ハンドソープ/フェイスシールド/使い
捨て手袋/物品用消毒液/パーティション/使い捨てシーツ

28 本庄市旅客運送事業者等維持特別対策事業 都市計画課

①新型コロナウイルス感染症により経営に大きな影響が生
じている乗合バス事業者、貸し切りバス事業者及び運転代
行業者に対し、事業の維持・確保を目的として補助金を交
付する。
②市内に運行路線を有する乗合バス事業者4社、市内に本
社のある貸し切りバス事業者4社（内1社は乗合バスと重
複）、市内に本社のある自動車運転代行業者8社

15,650,000 15,650,000

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経営に大きな影響が
生じている乗合バス事業者、貸し切りバス事業者及び運転代行業者
に対し、補助金を交付したことで事業の維持・確保に向けた一定の
効果が図れた。

軽自動車・普通自動車・ワゴン車50千円×29台＝1,450千円
小型・中型・大型バス200千円×71台＝14,200千円
合計15,650千円
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29 移動スーパー等による地域の生活支援事業 地域福祉課

①新型コロナウイルス感染症に伴う新しい生活様式を推進
し、中山間地域等の買い物弱者の支援、高齢者等の見守り
体制を補完するため、移動販売の事業を実施する方に、車
両に係る必要な経費の一部を補助する。
②市内の中山間地域で週１回以上移動販売車を使用して、
個々の住居を訪問し、又は市内を巡回して、生鮮三品等を
販売する法人、若しくは個人事業主又はそれらと連携して
移動販売をしようとする者。

3,000,000 3,000,000

移動販売は令和４年３月より稼働し、市内の中山間区域を中心に新
型コロナウイルス感染症の影響を受けた買い物弱者の支援、高齢者
の見守りを行い効果を上げている。

補助対象事業者：１名

30 すまいる・つながり創出事業 地域福祉課

①コロナ禍において、地域福祉の推進と福祉活動団体等の
発掘・育成を目的として、元気を創出する取組や支え合い
の地域づくりに資する取組を支援する。
②事業提案者（団体）

200,000 200,000

昨年同様フードパントリーなどの事業を行い、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けた市民への継続的な支援へつながっている。

補助対象事業：2事業

31 小規模事業者等応援臨時給付金事業 商工観光課
①感染症の影響により売上が減少した小規模事業者等に給
付金を支給することにより、事業継続の支援と経営の下支
えを行う。
②市内小規模事業者（法人、個人事業主、ＮＰＯ法人）

52,640,519 52,640,519

昨年度に引き続き、感染症の影響により売上が減少している小規模
事業者等の事業継続の支援と経営の下支えが行えた。特に協力金の
給付を受けられない飲食店以外の事業者の経営補助が行えた。

給付件数998件
給付総額49,900千円

32 新型コロナウイルス感染症自宅療養者支援事業 健康推進課

①新型コロナウイルスに感染し、自宅で療養する方（自宅
療養者）に対し、「パルスオキシメータの配送」と「食料
品の支給」を行うことで、自宅療養者が安心して生活でき
る環境を確保する。
②市内在住の陽性者のうち保健所から自宅療養を指示され
ている方

4,956,542 4,956,542

新型コロナウイルス感染症に罹患した市民に対し、パルスオキシ
メーター等を迅速に提供することで、療養中の不安を払拭し安心し
て生活できる環境作りに寄与した。

パルスオキシメーター1,437個
食糧支援424個
※申請対応率100％

33 非接触型レジスター整備事業
市民課
課税課

①新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、非接触
型レジスターを導入し、窓口体制を整備する。
②本庁舎・児玉総合支所

5,363,600 5,363,600

令和4年3月に非接触型レジスターを課税課・市民課・支所市民福祉
課の窓口に各1台ずつ設置し、また、令和4年7月から窓口での
キャッシュレス決済を開始したことで、利用者と職員の接触や金銭
の授受が減少し、クラスター等の発生を未然に防ぐことで、利用者
等の安全安心と業務の継続に寄与した。

非接触型レジスター：3台
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34 キャッシュレス決済による消費活性化事業 商工観光課

①キャッシュレス決済残高での支払いによるボーナスキャ
ンペーンを実施することで、新型コロナウイルス感染拡大
防止により影響を受けた市内消費を喚起し事業者の支援を
図るとともに、キャッシュレス決済導入を促進する。
②市内中小企業事業者

52,640,519 40,303,025

昨年度に引き続き、この事業を実施することにより、さらなる市内
消費の喚起と事業者支援が図れたとともに、キャッシュレス決済の
導入も一層進んだ。

事業者及び利用者に20%還元キャンペーン
48,824,456円分

35
新型コロナウイルス感染症緊急経済対策融資利子及
び信用保証料補給基金

商工観光課

①売上が減少している中小企業の円滑な資金繰りを図るた
め、県制度融資を利用した中小企業が負担する利子及び信
用保証料の補給を継続的に行うための基金に積み増しす
る。
②市内中小企業事業者

28,486,000 28,486,000
令和4年度以降に支払いを行う中小企業の補助対象額に対する財源
の確保が行えた。

36 子ども・子育て支援交付金 子育て支援課

①放課後児童クラブや地域子育て支援事業等を実施してい
る民間の施設に対し、ICT化推進のため、ICT機器の導入
等の環境整備に係る費用を補助する。
②放課後児童健全育成事業18支援単位、地域子育て支援
拠点事業４カ所

3,293,000 3,293,000

放課後児童クラブや地域子育て支援事業等を実施している民間の施
設に対し補助することで、ICT化推進の環境が整備され、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止が図れた。

放課後児童健全育成事業18支援単位、地域子育て支援拠点事業４カ
所

37 子ども・子育て支援交付金 子育て支援課

①放課後児童クラブや地域子育て支援拠点事業等を実施し
ている民間の施設に対し、感染症対策の徹底を図りながら
業務を継続するため、必要なかかり増し経費や衛生物品の
費用を補助する。
②放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業等を
実施する45か所

4,404,000 4,404,000

放課後児童クラブや地域子育て支援拠点事業等を実施している民間
の施設に対し、コロナ禍における必要なかかり増し経費や衛生物品
の費用を補助することで、感染症対策の徹底を図りながら業務の継
続に寄与した。

放課後児童健全育成事業、地域子育て支援拠点事業等を実施する45
か所

38 学校保健特別対策事業費補助金 教育総務課

①教育活動を着実に継続するため、各小中学校の感染症対
策備品、消耗品等を購入する。
②公立小中学校（１６校）

1,131,692 1,131,692

教育活動を着実に継続するため、各小中学校の感染症対策備品（空
気清浄機等）、消耗品等（飛沫防止パーティション、手指消毒用ア
ルコール液等）を購入することで、安全安心な教育環境が整備で
き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止が図ることができ
た。

公立小中学校（１６校）

39 公立学校情報機器整備費補助金 教育総務課

①コロナ禍における在宅オンライン学習等に備えた通信環
境の整備やICTの技術的支援をするため、ＧＩＧＡスクー
ル構想に基づき、ＧＩＧＡスクールサポーターを配置する
ことで、一人一台端末の活用を推進する。
②公立小中学校（１６校）の児童生徒及び教職員

2,214,001 2,214,001

昨年度に引き続き、GIGAスクールサポーターを配置することで、
１人１台端末の利活用について教員の指導力、児童生徒の理解力等
が向上し、授業時における端末等の積極的な活用に寄与し、教職員
が児童生徒と向き合う時間を増やすことができた。

公立小中学校（１６校）の児童生徒及び教職員
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40 疾病予防対策事業費等補助金 健康推進課

①コロナ禍におけるロタウイルスワクチンの定期予防接種
を適切な時期に行い、母子手帳の紛失等による接種履歴の
確認が困難な場合においても、非対面による速やかな確認
を実施するため、マイナンバーによる情報連携体制を整備
することで、予診票の交付を密を作ることなく迅速に対応
する。
②乳児

55,000 55,000

非対面による速やかな確認を実施するため、マイナンバーによる情
報連携体制を整備することで、予診票の交付を安全安心かつ迅速に
対応することができ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止が
図れた。

乳児

41 疾病予防対策事業費等補助金 健康推進課

①新型コロナウイルスをはじめとした感染症や病気の発
症・重症化予防や健康に対する意識向上等を推進するた
め、マイナンバーによる情報連携体制を整備することで、
個人の各検診の結果等について、電子データ等による円滑
な提供や適切な管理、効果的な利活用を行う。
②市で実施している検診を受診している市民

1,259,000 1,259,000

マイナンバーによる情報連携体制を整備することで、個人の各検診
の結果等について、電子データ等による円滑な提供や適切な管理、
効果的な利活用を行うことで、安全安心かつ迅速に対応することが
でき、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止が図れた。

市で実施している検診を受診している市民

42 児童福祉事業対策費等補助金 子育て支援課

①コロナ禍における子どもの見守り体制を強化するため、
国の情報共有システムに対応した要保護児童システムを構
築することで、相談事務の効率化や調査への迅速な回答や
情報提供、関係機関との連携強化を図る。
②本庁舎

1,485,000 1,485,000

国の情報共有システムに対応した要保護児童システムを構築するこ
とで、相談事務の効率化や調査への迅速な回答や情報提供、関係機
関との連携強化を図ることができ、コロナ禍における子どもの見守
り体制を強化できた。

43 保育対策総合支援事業費補助金 保育課

①保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、感
染症対策を徹底しつつ事業を継続的に提供するための保育
環境整備を支援する。
②保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業

5,361,000 5,361,000

新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に提供す
るための保育環境の整備を支援することで、保育所等の感染症に対
する体制を整えることができ、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止が図れた。

保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業

合　　計 433,542,164 421,204,670
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